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新たな公益信託法の施行準備に関する研究会資料 第４回 ４ 

 

 

 

 

 

公益信託における信託契約イメージ 

（特定資産公益信託） 

 

 

 
〔作成の趣旨〕 

 本資料は、あくまで、新たな公益信託施行準備に関する研究会における資料として作成し

たもので、内容については一つの例示になります。 

黄色マーカー部分は、第一回研究会にてご議論頂いたモデル契約案からの主な変更点となり

ます。 

 

〔記載事項の種類〕 

１．必要的記載事項（ゴシック表記） 

 全ての事項を信託行為に記載しなければならない事項です。具体的には公益信託法第４ 

条第２項各号に掲げる事項となり、一つでも記載が欠けると公益信託認可を受けることはで

きません。 

２．相対的記載事項（下線表記） 

 対象となる行為を行う場合や規定を制定する場合には信託行為に記載しなければならな

い事項です。 

３．任意的記載事項 

法令に違反しない範囲で任意に記載することができる事項です。例えば、信託行為に規定

がなくとも法令上の規定が適用される規律について確認的に規定する事項や公益信託の適

正な運営のために規定することが望ましいと考えられる事項等がこれに該当します。 
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〔略語〕 

公益信託法・・・・・公益信託に関する法律（令和６年法律第 30 号） 

公益信託法規則・・・公益信託に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第〇号） 

合同命令・・・公益信託に関する法律第 33 条第３項の規定により読み替えて適用する信託

法第 34 条第１項第３号の内閣府令・法務省令で定める事項等を定める命令（令和７年内

閣府・法務省令第〇号） 

信託法・・・・・・・信託法（平成 18 年法律第 108 号） 

公益法人認定法・・・公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法

律第 49 号） 

一般法人法・・・・・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号） 

モデル定款・・・・・・公益認定のための「定款」について（内閣府） 

 

 

〔想定ケース〕 

本資料では、シンプルな類型の公益信託とするため、以下の条件とします。 

〇 委託者・受託者・信託管理人は各１名。委託者・信託管理人は個人とし、受託者は個

人・法人（信託会社及び信託銀行を除く）の両方のパターンを示すこととする。 

〇 特定資産公益信託とする（金銭のみ受け入れ、預金等で運用、金銭で奨学金助成）。 

内容 根拠条項 契約条項
公益信託の名称 公益信託法第４条第２項第１号 第２条

信託管理⼈となるべき者を指定する定め 公益信託法第４条第２項第２号 第17条、附則

帰属権利者を指定する定め 公益信託法第４条第２項第３号 第35条

委託者及び受託者の⽒名及び住所 公益信託法規則第１条第１号 第３条、第４条

公益信託の⽬的 公益信託法規則第１条第２号 第５条

公益事務を⾏う区域 公益信託法規則第１条第３号 第６条
公益事務の内容 公益信託法規則第１条第４号 第６条

信託財産の受⼊れ、運⽤、⽀出その他信託財産に関する事項 公益信託法規則第１条第５号 第７条、第８条、第９条

受託者の職務に関する事項 公益信託法規則第１条第６号 第13条

公益信託事務の処理の⽅法に関する事項 公益信託法規則第１条第７号 第27条〜第30条

信託管理⼈の職務に関する事項 公益信託法規則第１条第８号 第18条

信託事務年度（１年を超えないものに限る） 公益信託法規則第１条第９号 第26条

公益信託の存続期間を定める場合の期間に関する事項 公益信託法規則第１条第１０号 第10条、
受託者が⼆⼈以上ある場合にあっては、各受託者の職務に関する事項 公益信託法規則第１条第１１号 ー

公益信託事務の⼀部を第三者に委託する場合に関する事項 公益信託法規則第１条第１２号 第14条

合議制の機関を置く場合に関する事項 公益信託法規則第１条第１３号 第19条、第20条、第21条

利益相反⾏為及び競合取引を⾏う場合に関する事項 公益信託法規則第１条第１４号 第14条

公益信託報酬を⽀払う場合の報酬に関する事項 公益信託法規則第１条第１５号 第32条

必
要
的
記
載
事
項

相
対
的
記
載
事
項
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〇 委託者による追加信託や第三者からの寄附は受け入れ可能とする。 

〇 公益性を確保するための選考委員会を設ける。 

なお、規定内容について複数案想定されるものは、複数案示しています。 
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公益信託契約書 
 
●●（以下「委託者」という。）と●●（以下「受託者」という。）とは、以下の条項からな

る公益信託契約（以下「本契約」という。）を●●年●●月●●日付けで締結した。 

 

〇 第１条（定義） 

第 1条 本契約において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1)「公益信託」とは、公益信託に関する法律（令和 6年法律第 30 号。以下「公益信託

法」という。）第 2条第 1項第 1号に規定する「公益信託」を指す。 

(2)「特定資産公益信託」とは、公益信託法第 8条第 1項に規定する「特定資産公益信

託」を指す。 

(3)「公益事務」とは、公益信託法第 2条第 1項第 2号に規定する「公益事務」を指す。 

(4)「公益信託事務」とは、公益信託法第 7条第 2項第 4号に規定する「公益信託事務」

を指す。 

＜解説＞ 

・本契約は、公益信託に係る公益事務の内容、公益信託事務の処理の方法、公益信託関係  

 者（受託者、信託管理人等）の権利義務等を定めるものです。 

・本条は、本契約に定める公益信託が公益信託法に規定する公益信託であることを明確化す

るために設けています。 

・本条は任意的記載事項であり、本条がなければ公益信託として有効に成立しないというこ

とではありませんが、上記の趣旨から本条を設けることが望ましいと考えられます。 

 

＜関連条文＞ 

公益信託法第２条第１項第１号 
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〇 第２条（名称等） 

第 2条 この公益信託は、公益信託○○○○奨学基金という。 

2 委託者及び受託者は、この公益信託を特定資産公益信託として設定することをここに

確認する。 

＜解説＞ 

・公益信託の名称は、当該公益信託を特定するために、必要的記載事項とされています。 

・この公益信託が「特定資産公益信託」である旨を明確化する規定を設けています。また、

「特定資産公益信託」であることから、計算書類の名称等に影響します。 

＜関連条文＞ 

公益信託法第４条第２項第１号 

公益信託法第８条第１項 

公益信託法規則第 3条 
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〇 第３条（委託者の氏名又は名称） 

第 3条 この公益信託の委託者は、○○○○（住所         ）とする。 

＜解説＞ 

・委託者の氏名及び住所（法人の場合は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地）は、本契約における委託者を特定するために、必要的記載事項とされています。 

・本契約の署名欄にこれらの事項を定めることも可能です。 

 

＜関連条文＞ 

公益信託法規則第１条第 1号 
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〇 第４条（受託者の氏名又は名称） 

第 4条 この公益信託の受託者は、○○○○（住所         ）とする。 

＜解説＞ 

・受託者の氏名及び住所（法人の場合は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地）は、本契約における受託者を特定するために、必要的記載事項とされています。 

・前条の委託者と同様に、本契約の署名欄にこれらの事項を定めることも可能です。 

 

＜関連条文＞ 

公益信託法規則第１条第 1号 
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〇 第５条（公益信託の目的） 

第 5条 この公益信託は、学業に意欲を持ち、品行方正でありながら経済的に恵まれない

学生への奨学金の給付を行い、もって我が国の将来に寄与する人材を育成するために次

条の公益事務を行うことのみを目的とする。 

＜解説＞ 

・公益信託の目的は、公益信託の本旨を明らかにするために、必要的記載事項とされていま

す。 

・公益信託法第２条第１項第１号において、公益信託とは、「この法律の定めるところによ

りする受益者の定めのない信託であって、公益事務を行うことのみを目的とするもの」と

定義されており、また、同法第４条第２項において、「公益信託の信託行為においては、

公益事務を行うことのみを目的とする旨」を定めなければならないとされています。 

・そこで、記載例においては、次条に定める公益事務を行うことのみを目的とする旨を示し

ています。単に「公益事務を行うことのみを目的とする」と記載するだけでなく、受託者

が行う公益事務の概略（詳細は次条の公益事務の内容において記載）とその目的を記載す

ることが望ましいと考えられます。 

 

＜関連条文＞ 

公益信託法第 4条第 2項 

公益信託法規則第 1条第２号 
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〇 第６条（公益事務） 

第 6条 この公益信託が行う公益事務は、公益信託法別表第●号に定める事務とし、受託

者は、前条の公益信託の目的を達成するために、本契約の定めに従い、次に掲げる公益

事務を行うものとする。 

 ＜記載例＞ 

(1） ＜例１：文部科学省が〇〇として指定する全国の 例２：〇〇県に所在する 例

３：〇〇県又は××県に所在する＞大学及び大学院に在籍し、〇学、×学又は△学を

専攻する学生のうち、学業に意欲を持ち品行方正でありながら経済的に恵まれない学

生に対する奨学金の給付（選考にあたっては、学業成績及び保護者の経済状況の両方

を考慮することとする。具体的な要件については、〇〇〇〇育英会給付規程（募集要

項）において定めることとする。） 

(2) その他、前号の公益事務を行うために必要な事務 

2 前項の公益事務は、＜例 1：日本全国、例 2：〇〇県、例 3：〇〇県及び××県＞にお

いて行うものとする。 

＜解説＞ 

・第５条に定めた公益信託の目的を達成するために受託者が行う公益事務の内容及び公益

事務を行う区域は、必要的記載事項とされています。 

・公益事務の内容は公益信託法別表に限定列挙されているため、いずれの号の公益事務に該

当するかを明確化させるための規定です。なお、複数の公益事務を選定することも可能で

す。 

・また、公益事務の内容は、公益信託の設定をする委託者の想いを表す重要な事項であるこ

とから、可能な限り具体的に信託行為に記載すべきですが、公益信託認可の申請において

不足する情報については、申請書に補記することが考えられます。 

・一方で、公益事務の内容の変更には、原則変更認可 （軽微なものは届出）が必要となるこ

とから、例えば毎年変更が生じる可能性がある事項 （給付人数等）については、受託者が

毎年作成する事業計画書に定めること等が望ましいと考えられます。 

・例えば奨学金の給付の場合、上記の記載例のように、地域、学校の種別、（大学生及び大

学院生への支給の場合は専攻分野）、選考の考慮要素（成績と経済状況両方を考慮するの

か、経済状況のみ考慮するのか等）といった奨学金給付における大枠については、信託行

為に定めることが望ましいと考えられます。その他の詳細事項についても、信託行為に定

めることは問題ありませんが、規程に定めることが考えられます。 

・また、奨学金給付事務に付随する事務も発生することが予想される場合には、本条第１項

第２号のような包括的な事項を定めることが考えられます。例えば、奨学生の交流会等が

考えられますが、あらかじめ実施することが想定されているものは、公益事務の一つとし

て信託行為において明示することが望ましいと考えられます。 

・具体的な選考プロセスは、第 27 条の（公益信託事務の処理の方法）において定めること

が考えられます。 
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＜関連条文＞ 

公益信託法規則第１条第 3号、第 4号 

 

 

以下は信託行為（規程）、申請書、事業計画書、事業報告のそれぞれにどのような内容が記

載されるかイメージをするために作成したものである。実際にはガイドラインで示すことに

なるか。 

申請書記載事項（イメージ） 

⑴ 公益事務の趣旨・目的 

 「公益信託○○○○奨学基金信託契約書」第 5条（信託の目的）のとおり 

⑵ 公益事務の概要 

 「公益信託○○○○奨学基金信託契約書」第 6条（公益事務）のとおり。 

⑶ 受益の機会について 

 「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」第 5条のとおり、受託者のホームペー

ジでの掲載や対象の大学又は大学院での掲示等広く募集を行う。 

⑷ 受給者の義務・条件 

 ・「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」第 9 条のとおり、学業成績等の提出

を義務付けている。 

 ・奨学金は給付型であり、返還の義務は負わない。 

⑸ 公益事務の合目的性 

 「公益信託○○○○奨学基金信託契約書」第 19 条のとおり、公益信託○○○奨学基金

選考委員会を設置し、受託者は、第 27 条の定めに従い受給者を決定する。 

⑹ その他 

  【公益信託○○○○奨学基金信託契約書】のとおり。 

 ※対象の大学、助成対象者、給付内容については事業計画書に記載し、実績を事業報告

に記載する。 

 

事業計画書（イメージ） 

⑴ 対象の大学又は大学院 

 「公益信託○○○○奨学基金信託契約書」第 6条のとおり、＜例１：文部科学省が〇〇

として指定する全国の 例２：〇〇県に所在する 例３：〇〇県又は××県に所在する

＞大学及び大学院。具体的な大学又は大学院名は別紙参照。 

 

⑵ 助成対象者 

 令和６年の助成対象者は、「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」（又は募集要

項とすることも可）第 2条の通り、以下①から④までの条件を満たす者とする。 

  ① 〇〇県又は××県内の大学又は大学院に在籍する者 

  ② 〇学、×学又は△学を専攻する者 
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  ③ 品行方正、学業優秀で、心身ともに健康である者 

  ④ 経済的理由により学資の支弁が困難である者 

  ※本公益信託以外から貸与又は給付される奨学金との併給は可能 

 

⑶ 給付内容等 

 ・「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」第４条のとおり、以下の通りとする。 

 大学生  月額〇〇〇円 

  大学院生 月額×××円 

 ・給付期間は、「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」第３条のとおり、受給

者が在籍する学校の正規の最短修業年限とする 

 

⑷ 給付人数等 

  ① 継続受給者 昨年度給付対象者●●名のうち、昨年度に正規の最短就業年限を迎

えた××名を除いた△△名（給付予定額●●●●万円） 

  ② 新規受給者 ××名（給付予定額〇〇〇万円） 

 

⑸ 選考手続き等 

 「公益信託○○○○奨学基金信託契約書」第 19 条のとおり、公益信託○○○奨学基金

選考委員会を設置し、受託者は、選考委員会の意見に基づき、受給者を決定する。 

  なお、選考にあたっては、候補者の中に選考委員が在籍する大学と同じ大学の学生又

は親族等がいる場合には、当該候補者の選考には携わらないこととする。 

 

 

事業報告（イメージ） 

⑴ スケジュール 

 ・募集期間（令和 6年 5月 1日～同年 8月 31 日） 

 ・選考期間（令和 6年 9月１日～同年 11 月 30 日）※選考委員会を 11 月 30 日に開催 

 ・決定通知（令和 6年 12 月 15 日） 

 ・給付時期（令和 7年 1月 20 日、7月 20 日）※年 2回に分けて振込にて給付 

 

⑵ 給付実績 

 ・受託者のホームページへの掲載、大学又は大学院の掲示板への掲載等を通じて広く募

集を行い、選考委員会による厳正な審査により受給者を決定した。 

・1名あたり、大学生は月額〇〇〇円（年●●万円）、大学院生は月額×××円（年〇

〇万円）を給付した。 

 ・給付人数は以下の通りであり、①・②合わせて総額△△△△万円の給付を行った。 

  ① 継続受給者 △△名（大学生〇名、大学院生●名）（総額●●●●万円） 

  ② 新規受給者 ××名（大学生〇名、大学院生●名）（総額〇〇〇万円） 
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⑶ 選考手続き等 

  公益信託○○○奨学基金選考委員会による選考を行っている。 

  委員長：〇〇大学教授 ×× 

  委員：株式会社〇〇代表取締役 ×× 

  委員：公益財団法人〇〇理事 ×× 

  委員：○○大学院教授 ×× 

  委員：特定非営利活動法人〇〇理事 ×× 

 

⑷ 広報活動等 

   「公益信託○○○○奨学基金 奨学金給付規程」第５条のとおり、①受託者のホー

ムページに募集要項を掲載する方法、②〇〇県又は××県内の大学又は大学院が募集

要項を学内に掲示又はホームページに掲載する方法により、募集要項等の周知を図っ

た。 
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〇 第７条（信託財産の受入れ） 

第 7条 この公益信託の当初の信託財産は、次のとおりとする。 

   金銭        円 

2 委託者は、受託者の承認を得て、金銭を追加して信託することができる。 

3 受託者は、この公益信託の目的及び公益事務に賛同する者から、この公益信託に対し

て金銭による寄附を受けることができる。 

 

＜解説＞ 

・委託者が信託設定時に信託する財産や信託設定後の財産の受入れ等を明らかにし、公益信

託の信託財産となるものの範囲を特定するため、信託財産の受入れに関する事項は必要的

記載事項とされています。 

・信託財産の内容 （種類、金額等）については、委託者・受託者間で合意すべき重要な事項

であり、当該公益信託に寄附をしようとする者にとっても同様であると考えられます。 

・また、当初の信託財産以外に、委託者からの追加的な財産の拠出や、第三者からの寄附を

予定する場合には、信託行為にその旨を定める必要があると考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 16 条 

公益信託法第 8条第 1項 

公益信託法規則第１条第５号 
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〇 第８条（金銭の運用） 

（金銭の運用） 

第８条 信託財産に属する金銭は、次の各号に掲げる方法により運用する。 

＜記載例＞ 

(1) 預金又は貯金 

(2) 国債又は地方債 

(3) 貸付信託の受益権 

(4) 合同運用信託の受益権 

2 受託者は、前項に規定する信託財産の運用に当たっては、＜例１：受託者が別に定め

る 例２：受託者が信託管理人の同意を得て別に定める＞信託財産の運用基準に基づき

適正に行うものとする。 

3 受託者は、第 1 項に定める信託財産の運用に際し、この公益信託の専用口座（銀行・

信託・証券）を利用するものとし、当該専用口座ではこの公益信託の信託財産と固有財

産又は他の信託財産とを混蔵しないものとする。 

4 受託者は、第１項に定める運用による収益を公益信託事務の遂行に要る費用の支出に

充当することができるものとする。 

＜解説＞ 

・信託財産の運用、その他信託財産に関する事項は必要的記載事項とされています（公益

信託法規則第１条第５号）。その上で、特定資産公益信託については、公益信託法規則

第３条第１項の規定により、運用方法が限定されており、その旨を信託行為に定めない

と特定資産公益信託としては効力が生じません。 

・そのため、特定資産公益信託の信託財産の運用方法は、公益信託法規則第３条第１項第 2

号に規定されています。ここでは(1) 預金又は貯金、(2) 国債又は地方債、(3) 貸付

信託の受益権、(4) 合同運用信託の受益権を定めています。 

・第２項では、第１項に定めた信託財産の運用の具体的な方法について、受託者が別に運用

基準を定めることとしていますが、信託管理人の同意を得て受託者が定めることや、本契

約に定めることも考えられます。運用基準とは、国債又は地方債であれば格付けに関する

事項が考えられます。 

・第３項では、受託者の分別管理義務（信託法第 34 条）との関係から、第１項に定めた信

託財産の運用に係る口座を公益信託専用の口座とする旨を規定しています。 

・また、口座名については、口座を開設する金融機関等との協議が必要となりますが、公益

信託の信託財産である旨を表示する名称が望ましいと考えられます（例示： 「公益信託●

●基金受託者●●」、「公益信託受託者●●」、「●●（公益信託●●基金口）等）。 

・信託財産の運用収益については、公益信託事務の遂行に必要な費用の支出に充当すること

ができる旨を規定しています。 
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＜根拠条文＞ 

公益信託法第８条 

公益信託法規則第１条第５号、第 3条 
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〇 第 9 条（信託財産の支出） 

第 9条 この公益信託の信託財産は、次に掲げるもののために支出をする。 

 ＜記載例＞ 

(1)         の奨学金の給付 

(2) 第 32 条に規定する公益信託報酬 

(3) 第 17 条第 9 項に規定する信託管理人に対して支払う報酬及び第 19 条第 5 項に

規定する選考委員に対し支払う報酬 

(4) 選考委員会（第 19 条に規定する公益信託○○○○奨学基金選考委員会をいう。

以下同じ。）の開催に係る会議費、交通費 

(5) 租税公課 

(6) 送金手数料、通信費、印刷費、運送費 

(7) 信託事務の委託に要する費用 

(8) その他前各号に付随する費用 

2 受託者は、前項各号に規定する支出以外で●●万円を超える支出をする必要が生じた

ときは、やむを得ない場合を除き、事前に信託管理人の同意を得なければならない。 

＜解説＞ 

・信託財産の支出に関する事項については、不透明な支出を防止する観点から、必要的記載

事項とされています。その観点からすると、なるべく支出する目的を詳細に記載すること

が望ましいと考えられます。特定資産公益信託であることとの関係では、公益信託法規則

第３条第２項において、信託行為に支出の方法を記載することが求められています。 

・ただし、信託行為に規定した以外のもののための支出ができないとなると、機動的な公益

信託の運営に支障を来たすこととなることから、本条第１項第８号のような条項を設ける

ことや、第 2項のように一定金額以上を超える場合には信託管理人の同意を必要とすると

いった記載が考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 16 条、第 125 条 

公益信託法規則第１条第 5号第 8号 
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〇 第 10 条（信託契約期間） 

第 10 条 この信託の信託契約期間は、次項に規定するこの信託契約の効力発生の日から

第 34 条第 2項の規定に基づくこの公益信託の終了の日までとする。 

2 この信託契約の効力発生の日は、＜例 1:本契約の契約締結日 例 2:内閣総理大臣

（○○県知事）による公益信託認可があった日＞とする。 

＜解説＞ 

・公益信託の存続期間は相対的記載事項となります。公益信託は、有期・無期いずれでも設

定することが可能ですが、有期とする場合については、その期限を明確にするために、信

託契約期間を具体的に定める必要があります。また、無期とすることを定める場合につい

ては、信託契約期間の終期として、公益信託の終了事由に該当した日を定める必要があり

ます。 

・公益信託の信託契約期間は、信託の効力が発生する日から公益信託の終了の日までとして

います。 

・また、公益信託は、行政庁の認可を受けなければ効力が発生しない（公益信託法第６条）

ため、信託期間の始期は、行政庁認可後に信託契約を締結する日（例１）と信託契約締結

後に行政庁の認可があった日（例２）とすることが考えられます。 

   

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 163 条 

公益信託法規則第 1条第 10 号 

 

  

例1︓契約締結＝効⼒発⽣
⇒

信託契約の締結タイミング（法令上特段の制約はない）
例１

例2

信託契約の内容を合意し、「認可後」であれば契約締結と効⼒
発⽣を同時にすることが可能。
信託契約の内容に合意すれば「認可前」でも契約締結は可能。
但し、効⼒発⽣は「認可⽇」以降となる。

委
託
者
・
受
託
者
間
の
合
意

例2︓契約締結 効⼒発⽣→
申請には「信託⾏為の内容を証する書
⾯」を添付する。（法7-3-1）
⇒実務的には、申請時点で委託者・
受託者間で概ね合意

信託⾏為の内容について概
ね合意

⇒効⼒発⽣には認可が必要(法６)

委託者から受託者への財産の信
託譲渡は、効⼒発⽣と同時or後

⾏政庁
の認可

⾏政庁への
認可申請
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〇 第 11 条（委託者の権限） 

第 11 条 委託者は、法令及び本契約に定める権利のほか、信託法（平成 18 年法律第 108

号）第 145 条第 2 項各号（第 6 号及び第 12 号から第 14 号までを除く。）に定める権利

を有する。【第 145 条第 2項各号の権限のうち、一部を有しない旨規定することも可能。】 

＜解説＞ 

・委託者は、信託行為に定めを置かなくとも、受益者の定めのある信託における委託者と同

様の各種権利を有しますので、委託者の権限については必要的記載事項とはしていません

が、契約当事者である委託者の権限を明らかにすることは重要な事項であると考えられる

ことから、任意的記載事項として示しています。 

・委託者が同意すれば、権限の全部又は一部を有しない旨を定めることも可能です。また、

信託法第 145 条第 2項各号に掲げる権限については、信託行為に規定を置くことでこれら

の権限を有することになります。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 145 条  
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〇 第 12 条（委託者の地位の移転） 

第 12 条 委託者の地位は、＜例 1：受託者及び信託管理人 例 2：他の委託者、受託者及

び信託管理人＞の同意を得て、第三者に移転することができる。 

2 委託者の地位及び権利は、相続されない。 

＜解説＞ 

・委託者の地位は、信託行為に規定がなくても、受託者及び信託管理人の同意により、第三

者に移転することは可能ですが、例２のように別段の定めを置くことも想定されることか

ら、任意的記載事項として示しています。 

・また、公益信託の委託者の地位は、信託行為に規定がなくても、公益信託法第 33 条第 2

項の規定により相続することはできませんが、これらを明らかするために確認的に規定す

ることが考えられることから、任意的記載事項として示しています。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 146 条、第 147 条 

公益信託法第 33 条第 1項・第 2項 
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〇 第 13 条（受託者の職務・権限） 

第 13 条 受託者は、本契約に定める事項の他に、この公益信託の目的の達成のため、法

令及び本契約の本旨に従い、次に掲げる公益信託事務を行う。 

＜記載例＞ 

(1）公益信託認可（公益信託の変更又は公益信託の併合若しくは分割に係るものを含

む。）に関する事項 

(2）信託財産の受入れ、運用及び支出に関する事項 

(3）財産目録等（公益信託法第 20 条第 4項に規定する財産目録等をいう。以下同じ。）

の作成（変更を含む。）に関する事項 

(4）奨学金の給付の対象、金額、方法の決定に関する事項 

(5）奨学金の給付に関する事項 

(6）選考委員会の開催に関する事項 

(7）信託の変更に関する事項 

(8）信託管理人の選任に関する事項 

(9）信託管理人の報酬の支給に関する事項 

(10）選考委員会の委員の委嘱、補充又は解任に関する事項 

(11）選考委員会の委員の報酬に関する事項 

(12）財産目録等の閲覧、備置き及び提出に関する事項 

(13）内閣総理大臣(○○県知事)による報告徴収及び立入検査に関する事項 

(14）信託の終了及び最終計算に関する事項 

(15）信託の終了時における残余財産の帰属に関する事項 

(16）前各号のほか、この公益信託の目的を達成するために必要と認められる事項 

＜解説＞ 

・公益信託の受託者の権限については信託法上の規律が及ぶこととなるが、信託法第 26 条

の「信託財産に属する財産の管理又は処分及びその他の信託の目的の達成のために必要な

行為をする権限を有する」という規律だけでは、個別の公益信託において受託者が具体的

にどのような職務を行うかが明らかではなく、受託者に広い裁量が与えられることになり

得るため、具体的な職務については必要的記載事項とされています。 

・受託者が遂行する職務の詳細を明示することは、公益信託の適正な運営のために重要な事

項であると考えられます。 

・上記の記載例のとおり、本契約や法令の定めに従い受託者が行う職務は具体的に規定する

ことが望ましいと考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 26 条 

公益信託法規則第１条第６号 
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〇 第 14 条（受託者の義務） 

第 14 条 受託者は、公益信託事務について善良な管理者の注意をもって処理するものと

する。 

2 受託者は、固有財産と他の信託財産とを分けてこの公益信託の信託財産を管理しなけ

ればならない。 

3 受託者が、本契約信託行為及び法令に基づく任務を怠り、信託財産に損失が生じた場

合については、信託財産に対し損失補てんをしなければならない。  

4 受託者は、信託管理人から公益信託事務の処理の状況に関し報告を求められたときは、

報告しないことに正当な理由がない限り、その指示に従い報告を行う。 

5 受託者は、以下の公益信託事務を第三者に委託することができる。 

(1) ●●に関する事務 

(2) ××に関する事務 

(3) その他信託管理人が承認した事務 

6 受託者は、以下の取引に関して信託法第 31 条第 1 項各号に規定する行為及び第 32 条

第 1項に規定する行為を行うことができる。 

(1) ●●に関する取引 

(2) ××に関する取引 

(3) その他信託管理人が承認した取引 

【受託者が個人等の場合】 

7 受託者は、３か月に１回以上、第 12 条各号に規定する公益信託事務の処理の状況を

信託管理人に報告しなければならない。 

 

＜解説＞ 

・公益信託の受託者は、善管注意義務、忠実義務、財産の分別管理義務等を負っているとこ

ろ、善管注意義務については、信託行為の定めによって制限することはできません。 

・これらの義務については、信託行為に規定しなくても当然に受託者が負うこととなります

が、委託者との間でこれらの義務を明確にすることは有用であることから、任意的記載事

項としています。 

・上記の記載例では、受託者が負う主な義務として善管注意義務、分別管理義務、損失てん

補義務、公益信託事務の処理の状況についての報告義務を記載しています。これら信託法

に規定される義務のほか、本契約独自の受託者の義務を定めることも可能です。 

・受託者が個人等の場合は、信託管理人によるガバナンス確保のため、公益法人における代

表理事等の職務執行状況報告（一般法人法第 91 条第２項）を参考に、３か月に１回以上

公益信託事務の処理の状況を報告する旨規定することが望ましいと考えます。 

・信託法第 28 条に基づき、信託事務の第三者への委託が可能です。この場合は、委託する

事務や信託管理人の承認を前提とする旨を規定することが望ましいと考えられます。 

・信託法第 31 条第 1項に定める利益相反取引行為、同法第 32 条第 1項に定める競合行為を

行うことが想定される場合は、信託管理人の承認を得る旨を規定することが望ましいと考
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えられます。 

・信託事務の第三者への委託、利益相反取引や競合取引に関する事項は相対的記載事項とな

り、委託者と合意した事項を規定することが望ましいと考えます。 

 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 3章第 2節 

公益信託法規則第 1条第 12 号、第 14 条  
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〇 第 15 条（受託者の辞任及び解任） 

（受託者の辞任及び解任） 

第 15 条 受託者は、やむを得ない事情がある場合において、＜例 1：委託者及び信託管理

人 例 2：信託管理人＞の同意を得て、辞任することができる。 

2 受託者がその任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他正当な事由が

ある場合には、＜例 1：委託者及び信託管理人の同意により 例 2：信託管理人＞は受

託者を解任することができる。 

3 前 2 項の場合において、受託者であった者（以下「前受託者」という。）は内閣総理大

臣（○○県知事）に届け出なければならない。 

4 受託者の辞任又は解任により受託者の任務が終了した場合には、前受託者は新たな受

託者（以下「新受託者」という。）が公益信託事務の処理をすることができるに至るま

で、引き続き信託財産に属する財産の保管をし、かつ公益信託事務の引継ぎに必要な行

為をしなければならない。 

5 受託者の任務が終了したときは、前受託者は遅滞なく公益信託事務の計算を行い、信

託管理人にその承認を求めなければならない。 

6 信託法第 64 条第 1項の規定により、信託財産管理者が選任された場合には、前受託者

は遅滞なく、信託財産を信託財産管理者に引き渡し、信託財産管理者が公益信託事務の

処理を行うのに必要な引継ぎをしなければならない。 

＜解説＞ 

・受託者の辞任・解任等については、受託者の義務同様に信託行為に規定がなければ、信託

法（第 57 条～第 60 条）及び公益信託法（第 33 条第３項）の規律が適用されることにな

りますが、これらの事項は公益信託の安定的な運営という観点で重要な事項であるため、

任意的記載事項としています。 

・第１項については、受託者の辞任手続について、任意的記載事項としています。公益信託

の受託者は、信託行為に定めがなければ、例１のように委託者及び信託管理人の同意を得

て辞任することができますが、例２のように、信託管理人のみの同意で辞任を認める場合

には、信託行為に定める必要があります。また、受託者という重要な役割を担う主体であ

ることから、辞任の理由について、「やむを得ない事情がある場合において」と限定する

ことも考えられます。 

・第２項については、受託者の解任手続について、任意的記載事項としています。信託行為

に定めがなければ、例１のように受託者及び信託管理人の同意により、受託者を解任する

ことができますが、例２のように、信託管理人単独での解任を認める場合には、信託行為

に定める必要があります。また、解任の理由については、法令上は「正当な理由があると

きは」とされていますが、その具体的内容を補足することが考えられます。 

・第３項については、受託者の辞任又は解任があった場合に、受託者は、行政庁に届け出る

義務がありますので、その旨を定めています。ただし、信託行為に本規定がなくとも、受

託者には届出義務がありますので、任意的記載事項としています。 

・第４項から第６項までについては、受託者の任務終了後の新受託者への引継ぎ等について
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定めています。これらの事項についても、信託行為に規定がなくても、前受託者は当然に

引継ぎに関する義務を負いますので、任意的記載事項としています。この場合、受託者の

任務終了に関する引継ぎについて、信託法に規定する義務以上に前受託者に義務を負わせ

る場合には、信託行為に定める必要があります。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第 15 条、第 33 条第３項 

公益信託法規則第 15 条 

信託法第 56 条～第 60 条 
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〇 第 16 条（新受託者の選任等） 

第 16 条 前条により受託者が辞任し又は解任された場合において、＜例 1：新たな受託

者は○○○とする。例 2：委託者及び信託管理人はその合意により、新たな受託者を選

任することができる。 例 3： 信託管理人は、新たな受託者を選任することができる。

＞ 

【受託者が個人の場合は、次の受託者の見込みまで信託行為に定めることを要請する。】 

 新たな受託者の氏名又は名称 ○○○○（住所            ） 

2 前項の場合において、前受託者又は新受託者は、内閣総理大臣（○○県知事）に新受

託者の選任に関する認可を申請しなければならない。 

3 前受託者又は信託財産管理者は、前項に規定する新受託者の選任に関する認可後又は

信託法第 62 条第 4 項に規定する裁判所による新受託者の選任後、遅滞なく、信託財産

を新受託者に引き渡し、新受託者が公益信託事務の処理を行うのに必要な引継ぎをしな

ければならない。 

＜解説＞ 

・新受託者の選任については、信託行為に規定がなければ、信託法第 62 条及び公益信託法

（第 33 条第 3 項）の規律が適用されることになりますが、これらの事項は公益信託の安

定的な運営という観点で重要な事項であるため、任意的記載事項としています。 

・信託行為に規定がない場合には、委託者及び信託管理人の合意により新受託者の選任を行

うこととなりますが、例３のように、信託管理人単独での新受託者の選任を認める場合に

は、信託行為に定める必要があります。 

・新受託者を選任する場合には、行政庁の認可を受ける必要がありますので、その旨規定を

しています。ただし、信託行為に本規定がなくとも、行政庁による認可を受けなければ新

受託者選任の効力が発生しませんので、第２項は、確認的に規定することが望ましいとい

う観点から、任意的記載事項としています。 

・新受託者の選任の認可がされた後又は裁判所による新受託者の選任後は、速やかに前受託

者から新受託者に信託財産を引き渡し、必要な引継ぎをする必要があることから、第 3項

では任意的記載事項としています。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 62 条 

公益信託法第 33 条第３項 
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〇 第 17 条（信託管理人） 

第 17 条 この公益信託に、信託管理人１人を置く。なお、当初の信託管理人は附則に定

める者とする。 

2 信託管理人の任期は○年とし、再任を妨げない。 

3 信託管理人は、やむを得ない事情がある場合において、＜例 1：委託者及び他の信託管

理人 例 2：委託者 例 3：受託者＞の同意を得て辞任することができる。 

4 ＜例１：委託者及び他の信託管理人 例 2：委託者＞は、正当な理由があるときは、そ

の合意により、信託管理人を解任することができる。ただし、委託者及び他の信託管理

人が現に存しない場合において、正当な理由があるときは、受託者は、信託管理人を解

任することができる。 

5 前 2 項に基づき信託管理人が辞任又は解任した場合には、受託者は、内閣総理大臣（○

○県知事）に届け出なければならない。 

6 ＜例１信託管理人の任務が終了した場合は、○○を新たな信託管理人（以下「新信託

管理人」という。）とする。＞ 

信託管理人の任務が終了した場合は、＜例２：委託者及び他の信託管理人は合意により 

例３：委託者、他の信託管理人又は信託管理人であった者は＞速やかに新たな信託管理

人（以下「新信託管理人」という。）を選任する。委託者及び他の信託管理人が現に存

しない場合において、前信託管理人が新信託管理人を選任できない事情があるときは、

受託者が選任することができる。 

７ 前項の場合において、受託者は、内閣総理大臣（○○県知事）の認可を申請しなけれ

ばならない。 

8 信託管理人の任務が終了した場合（死亡した場合を除く。）において、第 6項の新信託

管理人に関する変更認可があり、就任したときは、前信託管理人は、遅滞なく、新信託

管理人がその事務の処理を行うのに必要な事務の引継ぎをしなければならない。 

9 信託管理人の報酬は＜例 1：年○○万円 例 2：無報酬＞とする。受託者は、信託管理

人に対し、調査費、交通費等その任務を遂行する上に必要な費用を支払うことができる。 

＜解説＞ 

・公益信託の信託管理人は、受託者の監督者として、公益信託において必置とされており、

「信託管理人となるべき者を指定する定め」は公益信託の信託行為において必要的記載事

項とされています。 

・私益信託については、受益者が（自らの利益のために）受託者を監督することでガバナン

スが確保されているのに対し、受益者が存在しない公益信託においては、信託管理人が、

信託目的のために私益信託における受益者が有する権限を行使することでガバナンスの

確保を図るものであり、公益信託の信託管理人は信託行為によりその権限を軽減すること

はできず、公益信託の適正な運営のため、極めて重要な役割を担います。 

・第２項については、信託管理人の任期について、任意的記載事項として示しています。信

託管理人の任期については、例えば、その任期を定める、任期を定めるが再任を妨げない

とし双方から申出がなければ自動的に延長する、特段の任期は定めないなどといったよう
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に、様々あるものと考えられます。 

・第３項については、信託管理人の辞任手続について、任意的記載事項としています。公益

信託の信託管理人は、信託行為に定めがなければ、例１のように委託者及び他の信託管理

人の同意を得て辞任することができるとされていますが、例２や例３のように、別段の定

めとして、委託者や受託者単独の同意により辞任を認める場合には、信託行為に定める必

要があります。また、信託管理人という重要な役割を担う主体であることから、辞任の理

由について、「やむを得ない事情がある場合において」と限定することが考えられます。 

・第４項については、信託管理人の解任手続について、任意的記載事項としています。信託

行為に定めがなければ、正当な理由がある場合に、例１のように受託者及び他の信託管理

人 （複数の信託管理人が存する場合）の同意により、信託管理者を解任することができま

すが、例２のように、別段の定めとして、委託者又は受託者単独での解任を認める場合に

は、信託行為に定める必要があります。 

・第５項については、信託管理人の辞任、解任があった場合には、受託者は、行政庁に届け

出る義務がありますので、その旨定めています。ただし、信託行為に本規定がなくても、

受託者には届出義務がありますので、任意的記載事項としています。 

・第６項については、新信託管理人の選任について、信託行為に規定がなければ、信託法第

129 条の規律が適用されることになりますが、これらの事項は公益信託の安定的な運営と

いう観点で重要な事項であるため、任意的記載事項として示しています。信託管理人は、

受託者を監督する役割を有しており、監督される立場の受託者が信託管理人を選定するこ

とは望ましくありません。このため、新信託管理人の選任については、例１のように特定

の者をあらかじめ定める、例２のように委託者及び他の信託管理人の合意により選任する、

例３のように委託者、他の信託管理人又は信託管理人であった者 （前信託管理人）が選任

するといった方法が考えられますが、委託者も他の信託管理人も不在でかつ前信託管理人

が新信託管理人を選任できない場合においては、新信託管理人が選任されず公益信託が終

了することにもなりかねないことから、受託者が選任できる旨を定めることも許容され得

ると考えられます。 

・第７項及び第８項までについては、新信託管理人の選任における行政庁への認可の申請、

新信託管理人が就任した場合の事務の引継ぎについて規定していますが、これらの事項は

信託行為に規定がなくても、法令上義務が課されますので、任意的記載事項としています。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第４条第２項第２号 

信託法第４節第１款 
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〇 第 18 条（信託管理人の職務・権限） 

第 18 条 信託管理人は、次の事項について受託者から報告を求め同意又は承認をするこ

とができる。 

 ＜記載例＞ 

(1) 第 28 条に定める事業計画書等関する事項（その変更を含む。） 

(2) 第 29 条に定める信託帳簿等に関する事項 

(3) 選考委員会の委員の委嘱、補充又は解任に関する事項 

(4) 信託の変更に関する事項(軽微な変更を除く。) 

(5) 受託者の選任に関する事項 

(6) 重要な信託財産の処分に関する事項 

(7) 信託財産の損失てん補に関する事項 

(8) 公益信託事務を処理するために必要な費用の支弁に関する事項（第 9条第２項に規

定する場合に限る。） 

(9) 受託者の報酬に関する事項 

(10) 選考委員会の委員の報酬に関する事項 

(11) 関連諸規程の制定及び改廃に関する事項 

(12) 信託の終了及び清算に関する事項 

(13) 信託の併合又は分割に関する事項 

(14) 公益信託事務の委託に係る基準に関する事項 

(15) 信託法第 31 条第１項各号に規定する行為に関する事項 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（その他ある場合は記載） 

2 信託管理人は、次の各号に定める事項について、受託者から報告を求める。 

 ＜記載例＞ 

(1) 信託の変更に関する事項（軽微な変更に限る。） 

(2) 関連諸規程の制定及び改廃に関する事項（軽微な変更に限る。） 

(3) 公益信託事務の処理の状況に関する事項 

3 信託管理人は、受託者が本契約又は法令に基づく任務を怠たり、信託財産に損害を与

えた場合若しくは変更が生じた場合においては、当該損失のてん補又は原状の回復を請

求することができる。 

4 信託管理人は、受託者が本契約若しくは法令の定めに違反する行為をし、又はこれら

の行為をするおそれがある場合においては、当該行為をやめることを請求することがで

きる。 

5 信託管理人は、本契約に定める職務及び権限を有するほか、本契約について公益信託

法第 33 条第 3 項において読み替えて適用する信託法により受益者の権利と定められた

権利に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。 

＜解説＞ 

・信託行為において特段の規定がなくとも、信託管理人としての権限 （信託法第 125 条）を

有し、義務（同法第 126 条）を負うことは明らかでありますが、受託者と同様に、信託管
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理人の役割の重要性に鑑み、その職務の詳細については、信託行為において明らかにする

ことが必要であると考えられるため、必要的記載事項とされています。 

・上記の記載例のとおり、本契約や法令の定めに従い信託管理人が行う職務は具体的に規定

することが望ましいと考えられます。 

・信託管理人の具体的な職務として①受託者から報告を求め、同意又は承認を行うもの、②

受託者から単に報告のみを求めるものが考えられるため、具体的な記載例を設けています。 

・受託者が個人等である場合等では、例えば、「信託管理人は、少なくとも３か月に１回以

上、信託財産の状況及び公益事務の実施状況を実地に確認しなければならない。」などと

いうように、信託管理人により積極的な役割を求めることが考えられます。 

・その他の信託管理人の権限として、第３項には損失てん補請求権、第４項には行為差止権

といった重要な権限について規定していますが、これらについては信託行為に規定がなく

とも信託管理人が有する権限であり、確認的に規定するという趣旨で任意的記載事項とし

ています。 

・その他、信託管理人の権限を包括的に規定するものとして、第５項のような記載例も考え

られますが、規定がなくとも権限は有することになりますので、任意的記載事項としてい

ます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 125 条、第 126 条 

公益信託法規則第１条第８号 
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〇 第 19 条（選考委員会及び選考委員） 

第 19 条 この公益信託に、公益信託○○○奨学基金選考委員会（以下「選考委員会」と

いう。）を置く。 

2 選考委員会の委員（以下「選考委員」という。）は、○名以上○名以内で構成し、受託

者が、この公益信託の目的に関し学識経験又は実務経験を有する者のうちから、信託管

理人の同意を得て委嘱する。なお、当初の選考委員は、附則に規定する者とする。 

3 選考委員に占める委託者、受託者又は信託管理人の親族等特別利害関係者の割合は、

３分の１以下とする。 

4 選考委員は、互選で選考委員長を定める。 

5 選考委員の報酬は＜例 1：年○○万円 例 2：無報酬＞とする。また、受託者は、選考

委員に対し、信託財産から調査費、交通費等その任務を遂行する上に必要な費用を支払

うことができる。 

＜解説＞ 

・公益信託の適正な運営のために合議制の機関を置く場合の、名称、職務、権限、構成員の

数、選任方法、任期、報酬の額・算定方法は相対的記載事項となります。 

・奨学金の受給者の選考における公益性の確保のために、選考委員会等の合議制の機関を設

ける場合には、その設置根拠及び委員の構成等を明らかにする必要があることから、その

名称、構成員の人数、選任方法及び報酬を支払う場合にあってはその額又は算定方法につ

いて規定する必要があります。選考委員は、受託者に意見を述べる役割を担っており、選

任方法や報酬に関して受託者が自由に定めるのではなく、信託行為において明らかにする

ことが求められます。 

・構成員の人数については、第２項のように○名以上○以内といった下限と上限を定める方

法等が考えられます。また、記載例のように、選考委員の要件 （記載例では、学識経験又

は実務経験を有する者）について定めることも望ましいと考えられます。なお、本モデル

契約は特定資産公益信託のものですので、租税特別措置法第 40 条に基づく譲渡所得等課

税の非課税制度については問題となりませんが、当該制度の適用にあたっては、学識経験

又は実務経験を有する者から構成されている旨信託行為に規定することは、要件の一つと

されています。 

・選考委員の選任については、受託者が信託管理人の同意を得て委嘱する方法等が考えられ

ますが、当初の選考委員以外を選考する場合には、信託管理人による同意に加え、他の選

考委員の同意を得ることや選考委員会に諮問すること等が考えられます。 

・また、適正なガバナンス確保のため、第３項のように、選考委員に占める親族等の特別利

害関係者の割合は３分の１以下とする旨規定することが望ましいと考えられることから、

任意的記載事項として示しています。なお、上記の譲渡所得等課税の非課税制度の適用に

あたっては、本項の内容は必ず規定する必要があります。 

・また、選考委員長の選任方法を定めることが考えられるため、第４項で、例えば、互選に

より定める方法について任意的記載事項として示しています。 

・選考委員に対する報酬の有無、報酬を支払う場合の額又はその算定方法については、相対
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的記載事項とされています。また、信託契約に規定がなくても選考委員に対して交通費等

の実費を支払うことは可能ですが、可能な限り明確にするためにも規定することが望まし

いと考えられることから、任意的記載事項として示しています。 

 

注１ 

 

 

 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第 13 号 

租税特別法施行規則第 18 条の 19 第５項 
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〇 第 20 条（選考委員の職務及び権限） 

第 20 条 選考委員会は、受託者が第６条第 1 項第 1 号に定める公益事務に係る奨学金の

給付対象者の選考を行うに際し、その適正な運営を図るため、受託者が信託管理人の同

意を得て定める公益信託○○○奨学基金選考委員会運営規程に基づき、受託者に対し、

意見を述べる。 

2 前項に規定するもののほか、選考委員会は、受託者の諮問に応じ、この公益信託の公

益事務の実施につき、必要と認める事項について助言する。 

＜解説＞ 

・選考委員会等の合議制の機関を設ける場合には、受託者や信託管理人等との関係において、

どのような職務を行い、どのような権限を有するかを明らかにする必要があることから、

合議制の機関の職務及び権限については、相対的記載事項とされています。 

・上記の記載例においては、選考委員会を公益性確保のための受託者の諮問機関と位置付け、

奨学金の給付対象者の選考を行うに際して、受託者に対し、意見を述べることをその職務

及び権限としていますが、公益事務の内容やガバナンス体制に応じて、定め方は様々ある

ものと考えられます。 

・なお、本条を受けて、受託者が具体的にどのように奨学金の給付対象者を決定するかにつ

いては、第 27 条の公益信託事務の処理の方法において規定しています。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第 13 号 
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〇 第 21 条（選考委員の任期） 

（選考委員の任期） 

第 21 条 選考委員の任期は、＜例１：○年とする。例２：○年とし、再選は妨げない。

＞ただし、補欠又は増員により選任された選考委員の任期は、前任者又は現任者の残任

期間とする。 

2 ＜例２の場合＞選考委員の任期満了日の 1 か月前までに、選考委員又は受託者のいず

れか一方から他方に対して、書面による任期満了の意思表示がない限り、任期はさらに

○年延長されるものとする。ただし、＜例１：信託管理人 例２：信託管理人及び他の

選考委員のうち、○分の○以上の委員＞が反対の意思表示をしたときは、この限りでな

い。 

＜解説＞ 

・合議制の機関の構成員である選考委員の任期については、選考委員会の適正な運営を確保

するため相対的記載事項とされていますが、第１項の例１のように年数のみを定める場合

や、例２及び第２項のように年数を定め双方から申出がなければ自動更新とする場合等、

その定め方は様々あるものと考えられます。 

・第１項例２のように、自動更新する場合においても、必然的に更新されることを防ぐため

に、信託管理人や他の委員が反対の意思を示したときは、更新されない旨規定することも

一案です。ただし、必ずしも規定しなければならないものではないので、任意的記載事項

としています。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第 13 号 
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〇 第 22 条（選考委員の辞任・解任） 

（選考委員の辞任・解任） 

第 22 条 選考委員は、任期中においても受託者に対し辞任を申し出て、＜例 1:受託者 

例 2：受託者及び信託管理人＞がこれを同意したときは、辞任することができる。 

2 選考委員が次の各号に該当するときは、選考委員の○分の○以上の議決の上、信託管

理人の同意を得て、受託者がこれを解任することができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

(2) 職務上の義務違反その他選考委員たるにふさわしくない行為があると認められる

とき。 

3 選考委員が死亡又は辞任し、又は解任されたときは、受託者は＜例１：信託管理人の

同意を得て 例２：選考委員の○分の○以上の議決及び信託管理人の同意を得て＞、こ

れを補充しなければならない。ただし、当該選考委員を除く選考委員の人数が第 19 条

第 2項に規定する員数を満たしているときは、この限りでない。 

4 選考委員は、辞任又は任務満了の場合においても、後任者が就任するまでは、その職

務を行わなければならない。ただし、当該選考委員を除く選考委員の人数が第 19 条第 2

項に規定する員数を満たしているときは、この限りでない。 

＜解説＞ 

・選考委員の辞任・解任については、新しい委員の選任等にも関連する重要な事項である

ことから、任意的記載事項としています。 

・第 1項では、辞任について、任意的記載事項として記載例を示しています。選考委員単

独で辞任することも考えられますが、公益性確保のための重要な機関の構成員であると

いうことを踏まえ、受託者や信託管理人が辞任する場合と同様に、例１や例２のよう

に、第三者の同意を経て辞任できる旨規定することが考えられます。 

・第２項では、解任について、任意的記載事項として記載例を示しています。選考委員の

役割の重要性を鑑み、受託者が単独で解任するのではなく、選考委員会での議決の上、

（比率については、株式会社における取締役や一般社団・財団法人における理事の解任

に関する決議要件を参考にするなどして定めることが望ましい。）信託管理人の同意を得

るといった慎重な手続を行う必要があると考えられます。 

・第３項では、選考委員の任務が終了した場合には、公益信託の適正な運営のために、速

やかに新たな選考委員を選任する必要があると考えられるため、その選任方法を示して

います。選任に当たっては、例１のように信託管理人の同意を得る場合や、例２のよう

に選考委員の議決を経た上で、信託管理人の同意を得る場合等、様々な定め方が考えら

れます。 

・第４項では、選考委員の任務が終了した場合（解任時や死亡時は除く。）における後任者

就任までの前任者の義務について、任意的記載事項として記載例を示しています。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第 13 号 
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〇 第 23 条（選考委員会の招集） 

 （選考委員会の招集） 

第 23 条 選考委員会は、毎年〇回、選考委員長が招集する。 

2 選考委員長は、必要があると認めるときは、臨時に選考委員会を招集することができ

る。 

3 選考委員長は、受託者から会議に付議すべき事項を示して請求があったときは、臨時

に選考委員会を招集しなければならない。 

4 選考委員会の議長は、＜例 1：選考委員会において、選考委員の中から選任する。 例

2：選考委員長がこれに当たる。＞ 

＜解説＞ 

・第 22 条から第 24 条までについては、選考委員会の招集、決議、議事録の作成 ・保管等選

考委員会の実際の運営方法を定めたもので、任意的記載事項として示しています。これら

の事項は、信託契約に規定するほか、公益信託○○○育英会選考委員会運営規程といった

形で、規程に定めることも考えられます。 

・選考委員会の招集手続については、選考委員会の適正な運営のために定めて置くことが望

ましいと考えられることから、任意的記載事項として示しています。 

・選考委員会については、法令上の機関ではなく、受託者が設ける任意の機関ですので、公

益法人を含む一般社団・財団法人における社員総会や評議員会のように毎年開催する義務

はありませんが、毎年奨学金を支給することを踏まえると、毎年 1回以上は開催するもの

と考えられますので、第１項では毎年○回、選考委員長が招集すると規定しています。な

お、公益法人を含む社団・財団法人における定款においては、「毎年 1 回○月に」と開催

月まで定めることがあり、かつ、開催月は事業年度を変更しない限り変更することがあま

り想定されないものの、記載例では、月までは規定していません（もちろん、規定しても

問題はありません。）。 

・第２項及び第３項は臨時選考委員会の招集手続について示しています。予期しない事情の

変化等により、臨時で選考委員会を開催する必要が生じることを鑑み、規定を設けていま

す。 

・第４項は円滑な議事進行のために議長を選任することが望ましいと考えられることから、

選考委員会の議長について規定しています。 
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〇 第 24 条（選考委員会の決議等） 

 （選考委員会の決議等） 

第 24 条 選考委員会の決議は、この信託契約に別段の定めがある場合を除くほか、総選

考委員の＜例 1：3分の 2以上 例 2：過半数＞が出席し、出席した選考委員の＜例１：

3分の 2以上 例 2：過半数＞をもって決するところとする。 

2 やむを得ない理由のため選考委員会に出席できない選考委員は、あらかじめ通知され

た事項について、書面をもって表決しことができる。 

３ 議案に特別の利害関係を有する選考委員は、当該議案に係る議事については、参加し

てはならないものとする。 

＜解説＞ 

・本条では、選考委員会における決議方法について、任意的記載事項として示しています。 

・例えば、一般社団法人の社員総会においては、定款に別段の定めがある場合を除き、総社  

 員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した社員の議決権の過半数（一部重要な

決議事項については、３分の２以上）をもって決議を行う旨、法令上規定されています。 

・これらを参考としながら、選考委員会についても第１項のように、定足数及び決議要件を

定めることが望ましいと考えられます。 

・また、やむを得ない理由のため、選考委員に出席できない選考委員の意思を反映する方法

についても、第２項のように定めることが望ましいと考えられます。 

・なお、公益事務の公益性を確保するためには、個別選考に当たって特別の利害関係がある

者の排除が求められるところ、選考委員の議事について規定する際には、その旨を明確に

することが望ましいと考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

一般法人法第 49 条 

モデル定款（社団法人編）第 18 条 
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〇 第 25 条（議事録） 

 （議事録） 

第 25 条 選考委員会の議事については、次に掲げる事項を記載した議事録を作成しなけ

ればならない。 

(1) 選考委員会の開催日時及び場所 

(2) 選考委員の現在の数 

(3) 選考委員会に出席した選考委員の氏名 

(4) 審議事項及び議決事項 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

2 議事録には、＜例 1：議長及び出席した選考委員 例 2：議長及び出席した選考委員の

中からその選考委員会において選任された議事録署名人○名以上＞が署名しなければ

ならない。 

3 議事録の保管は、選考委員会の開催日から〇年間とする。 

＜議事録＞ 

・本条では、選考委員会の議事録について、任意的記載事項として示しています。 

・例えば、一般社団法人の社員総会においては、議事録の作成義務があり、10 年間主たる事

務所への備置きが法令上必要となり、定款にも議事録の作成や署名について定めているこ

とが一般的です。 

・これらを参考としながら、上記の記載例では、第１項に議事録の作成義務とその内容につ

いて、第２項に署名について、第３項に保管について記載しています。 

 

＜根拠条文＞ 

一般法人法第 57 条 

モデル定款（社団法人編）第 19 条 
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〇 第 26 条（信託事務年度） 

（信託事務年度） 

第 26 条 この公益信託の信託事務年度は、毎年○月○日に始まり、（翌年 又は同年）×

月×日に終わる。ただし、公益信託認可を受けた日の属する信託事務年度については、

＜例 1:公益信託認可を受けた日 例 2：本契約の契約締結日＞から×年×月×日（始期

から）とする。 

＜解説＞ 

・公益信託の財産目録等は寄附者等のステークホルダーへの開示の対象であり、また、事業

計画書や収支予算書は計算期間を単位に策定され、公益信託の運営に当たっての基本的な

期間となります。 

・そこで、信託事務年度を明らかにするため、信託財産の計算期間について、必要的記載事

項とされています。 

・なお、信託法上は信託財産の計算期間が１年を超えることも許容されますが、公益信託に

おいては、幅広いステークホルダーが計算書類を使用するものであり、公益法人の事業年

度が１年であることが多いことも踏まえ、1年を超えない範囲で定めることが求められて

います。 

・具体的には毎年○月○日から×月×日までと定めることが想定され、公益信託認可を受け

た日の属する信託事務年度については、本契約の効力が発生した日から信託事務年度末ま

でと定めることが考えられます。 

・信託期間の始期である本契約の効力発生の日は、行政庁による公益信託認可と本契約の締

結両方が揃った日となりますので、先に契約締結している場合には例１のように公益信託

認可を受けた日となりますし、公益信託認可を受けた後で契約締結する場合には、例２の

ように本契約の契約締結日となることが考えられます（第 10 条参照）。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第 9号 
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〇 第 27 条（公益信託事務の処理の方法） 

第 27 条 受託者は、第６条第１号に規定する公益事務を行うに当たり、選考委員会の意

見に基づき、募集方法、給付対象者、給付金額及び給付方法等を決定し、次条の事業計

画書及び収支予算書＜例１：の範囲内で 例２：に従い＞、受託者が選考委員会に諮問

のうえ、信託管理人の同意を得て別に定める公益信託○○基金奨学金給付規程に基づ

き、第 6条第 1項に定める公益事務を遂行するものとする。 

2 受託者は、第 8 条第 1 項に定める信託財産の運用に係る収入に相当する額を上回る額

を毎信託事務年度において公益信託事務の遂行に要する支出に充当するものとする。 

＜解説＞ 

・公益信託事務の処理の方法については、公益信託の適正な運営のため重要な事項であり、

必要的記載事項とされています。 

・公益事務の種類及び内容（公益信託法第７条第２項第４号）として、受益の機会、受益者

の義務・受益の条件、事業の合目的性の確保の取組（専門家の関与・公正な審査など）等

について信託契約に記載する必要があります。 

・上記では、記載例として、選考委員会の意見に基づき、奨学金の募集方法、給付対象者、

給付金額、給付方法等を決定し、事業計画書及び収支予算書に基づき、公益事務を遂行す

る旨定めていますが、公益事務の内容や受託者の体制等により様々な規定が想定されます。 

・また、受託者等の能力やガバナンスが十分に信頼できるような場合には、一定程度、受託

者等の裁量に委ねることも想定されますが、 具体的な募集方法、給付対象者等について

は、受託者等が定める規程に委ねることも想定されます。 

・特定資産公益信託については、信託財産の受入れ方法、運用方法及び支出の方法について

制限を設けることで、信託財産が死蔵されることが見込まれないものであることから財務

規律の適用を受けないものとして規定されている。制限のうち信託財産の支出の方法につ

いて、信託財産の運用に係る収入に相当する額を上回る額を毎信託事務年度において支出

する（ 「元本」を支出することを前提とする）ことを信託行為に定めることが要件とされ

ていることから、第２項で規定している。  

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法規則第１条第７号、第３条第２項第２号 
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〇 第 28 条（事業計画書及び収支予算書の作成・提出等） 

第 28 条 受託者は、毎信託事務年度開始前日までに、別に定める公益信託事務処理規程

に基づき、当該信託事務年度における公益信託に関する法律施行規則（令和７年内閣府

令●号。以下「府令」という。）第 39 条第 1項に規定する事業計画書、収支予算書及び

その他の書類（以下、総称して「事業計画書等」という。）を作成し、事業計画書及び収

支予算書については信託管理人の承認を得て、事業計画書等を内閣総理大臣（○○県知

事）に提出しなければならない。ただし、初回の信託事務年度の事業計画書等について

は附則に定めるとおりとする。 

2 前項に定める事業計画書及び収支予算書を信託事務年度開始以降変更する場合は、信

託管理人の承認を得なければならない。 

＜解説＞ 

・公益信託事務の一つとして、法令上必要な書類の作成、提出は受託者の重要な職務の一つ

となり、その処理の方法については、必要的記載事項とされています。 

・毎信託事務年度開始前日までに、受託者は、事業計画書及び収支予算書の作成をし、信託

管理人の承認を得た上で、行政庁に提出する必要がありますが、作成のプロセス等は信託

行為に詳細を規定するのではなく、受託者が作成した公益信託事務処理規程等に定めると

いった方法が考えられます。 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第 20 条第１項、第 21 条第１項 

公益信託法規則第 39 条第１項第１～４号、第 44 条 

  

→ →

翌事務年度の末⽇まで主たる事務所に備え置く

␱
何⼈も「財産⽬録等」の閲覧請求可能　⇔　拒否には正当な理由が必要
①の府令（39条） ②の府令（40条）
資⾦調達・設備投資計画 受託者の固有情報
公益事務の種類・内容 公益信託事務の重要事項
受益者等名簿 財務三原則関係

(2)⾏政庁は「財産⽬録等」を公表
 ＊信託⾏為を証する書⾯は認可時等に提出

（備考）
①＝20条1項
(1)＝21条1項

(1)事務年度開始⽇から３か⽉以内に⾏政庁に提出

公益信託法20条､21条

信託法37条1項･2項の書類

④

５年間、主たる事務所に備え置く

(1)事務年度開始⽇の前⽇までに⾏政庁に提出

*個⼈の住所は除外⑤

財
産
⽬
録
等

①の書類
②の書類

信託⾏為を証する書⾯

␱

事務年度
末⽇期限

事務年度開始⽇の前⽇までに作成 事務年度開始⽇から３か⽉以内に作成

②　財産⽬録
受託者等名簿*

信託報酬⽀払基準
その他府令

３か⽉

事務年度
開始⽇

①　事業計画書
収⽀予算書
その他府令
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〇 第 29 条（財産目録等の作成・提出） 

第 29 条 受託者は、毎信託事務年度経過後 3 ヶ月以内に、別に定める公益信託事務処理

規程に基づき、前信託事務年度に係る次に掲げる書類（以下、総称して「信託帳簿等」

という。）を作成し、信託管理人の承認を得て、内閣総理大臣（○○県知事）に提出し

なければならない。 

(1) 公益信託に関する法律第 33 条第 3項の規定により読み替えて適用する信託法第 34

条第 1項第 3号の内閣府令・法務省令で定める事項等を定める命令（令和７年内閣府・

法務省令●号。以下「合同命令」という。）第 19 条第 2項に規定する公益信託の信託帳

簿 

(2) 合同命令第 19 条第 2 項に規定する公益信託の財産状況開示資料（「収支決算書」、

「財産目録」、「信託概況報告」） 

(3) 受託者等名簿 

(4) 公益信託報酬の支払基準を記載した書類 

（5）府令第 40 条第 1項第 1号及び第 2号に規定する書類 

2 受託者は、前項に定める収支決算書及び財産目録の作成については、現金主義を基本

とした一般に公正妥当と認められる信託の会計慣行及び合同命令第 19 条＜並びに 

例１：以下の各号、例 2：別に定める公益信託事務処理規程＞に従うものとする。 

 （以下例示） 

(1) 第 7条第 1項に定める信託された金銭は＜例 1：元本、例 2：信託財産元本、

例 3：純資産＞とする。 

(2) 第 7 条第 2 項に定める追加信託された金銭は＜例 1：元本、例 2：信託財産元

本、例 3：純資産＞とする。 

(3) 第 8条第 1項に定める信託財産の運用収益及び第 7条第 3項に定める寄付金は

信託の収益とする。 

(4) （第 8条第 2項に定める欠損及び）第 9条第 1項に定める支出は信託の費用と

する。 

(5) 第２号に第３号を加算し、第 4号を控除したものが正の数値の場合は当期利

益、負の場合は当期損失とする。 

(6) 第 5号の数値は期末の元本に加算又は減算する。 

(7) 資産及び負債は取得価格にて評価する。 

＜解説＞ 

・公益信託事務の一つとして、法令上必要な書類の作成、提出は受託者の重要な職務の一つ

となり、その処理の方法については、必要的記載事項とされています。 

・毎信託事務年度終了後３か月以内に、受託者は、財産目録等を作成し、信託管理人の承認

を得た上で、行政庁に提出する必要があります。計算書類の作成のプロセス等を信託行為

に簡記する方法と、受託者が別途作成した公益信託事務処理規程等に定めるといった方法

が考えられます。 
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・ 「特定資産公益信託」の場合、合同命令第 19 条の適用が可能なため、現金主義会計による

「収支決算書」と「財産目録」の作成を規定しています。 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第 20 条第２項、第 21 条第１項 

公益信託法規則第 40 条、第 44 条 

合同命令第 19 条第２項 

信託法第 21 条 

 

  

現⾦主義会計とは
・ 現⾦の⼊出⾦にて取引を認識する。
・ 資産・負債の評価は取得原価を基準とする。
・ 現⾦⽀出を伴わない「費⽤」には、国債の譲渡損が該当する。
（注）合同命令第19条は「できる規定」で、第20条以下の本則の適⽤も否定されていない。

現⾦ 1,000 負債 0
元本 1,000

預⾦ 1,000 現⾦ 1,000

現⾦ 100 預⾦ 100
奨学⾦費⽤ 100 現⾦ 100

現⾦（寄付⾦） 30 寄付⾦収益 30
現⾦（追加信託） 20 元本 20

預⾦ 50 現⾦ 50

現⾦ 5 預⾦利息収益 5
預⾦ 5 現⾦ 5
現⾦ 10 預⾦ 10
信託報酬等 10 現⾦ 10

奨学⾦費⽤ 100 預⾦利息収益 5
信託報酬等 10 寄付⾦収益 30

追加信託⾦ 20
当期損失 55

預⾦ 945 負債 0
元本 945

現⾦1,000の公益信託を新規に引受け、現⾦を「預⾦」に振
替る。
現⾦に対応する貸⽅科⽬として「元本」「信託財産元本」「純資
産」等を使⽤する。（本モデルでは「元本」と表⽰）

預⾦100を取崩し、奨学⾦費⽤100の⽀払いに充当する。

５．期末処理（2026/3/31）

６．期末処理後の状態（2026/3/31）

１．公益信託の設定（2025/3/31）

２．公益事務（奨学⾦）の⽀出（2025/4/1〜）

3．寄付⾦・追加信託⾦の受領

以下、取引の流れと合同命令第19条第3項に定める「収⽀決算書」及び「財産⽬録」のモデル例で、「科⽬名」「書
式」（複数で１つの書式を構成する場合を含む）等は適切なものであれば他のもので差し⽀えない。

４．預⾦利息収益の受領・信託報酬等の⽀払い

寄付⾦30、追加信託⾦20を受領し、預⾦50に振替る。
寄付⾦は「*収益」、追加信託⾦は「元本」として認識する。
*⼜は「元本」認識・処理

預⾦利息収益5を受領し、預⾦に振り替える。
預⾦10を取崩し、信託報酬等10の⽀払いに充当する。

期中の⼊出⾦を集計し、
収⼊＞⽀出の場合は差額を当期利益
収⼊＜⽀出の場合は差額を当期損失　とする。
本モデルでは当期損失55となる。
当期損失は期末に元本から控除する。

元本の計算
期初残1,000ー当期損失55＝945
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Ⅰ収⼊の部
5 預⾦の利息収益

20 委託者からの追加信託⾦銭
30 第三者からの寄付⾦
55
55 「当期収⼊＜当期⽀出」の差額分の元本取崩相当額

110
Ⅱ⽀出の部

100 奨学⾦の⽀払い及び関連⽀出
10 信託報酬

110
「当期収⼊＞当期⽀出」の差額分の元本組⼊相当額
運⽤収益を翌期に繰り越す場合に活⽤

110

55
110
-55 期末における元本処理額＝当期損失

⾦額 ⾦額
預⾦ 945 ●● 0
●● 0 ●● 0
●● 0 0
●● 0

945 945

A当期収⼊合計
B当期⽀出合計

4.前期繰越⾦

4.次期繰越⾦

　②元本以外

2.管理費

3.元本取崩額

1.事業費

B当期⽀出

1.信託財産運⽤収益
2.信託財産受⼊
　①元本

A当期収⼊

3.元本組⼊額

科⽬

合計

合計 元本

「収⽀決算書」（2025/4/1〜2026/3/31）

合　計

合　計

当期収⼊差額（A-B）

「財産⽬録」（2026/3/31）
資産 負債

科⽬
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〇 第 30 条（書類の備置き及び閲覧等）】 

第 30 条 受託者は、その主たる事務所（住所：        ）に、次の各号に掲げ

る書類及び帳簿を備え置かなければならない。 

(1) 信託行為（信託契約書）及びこれに附属する書類 

(2) 第 28 条に定める「事業計画書等」 

(3) 第 29 条に定める「信託帳簿等」 

2 前項第 2 号の書類は、当該信託事務年度の末日まで、同項第 3 号の書類は 5 年間、第

１号の書類は信託の清算の結了の日までその事務所に備え置き、受託者の業務時間内に

おいて、一般の閲覧に供さなければならない。ただし、前条第 1項第 3号の書類につい

ては、記載された事項中、個人（受託者であるものを除く。）の住所に係る記載の部分

を除く。 

＜解説＞ 

・公益信託に関する財産目録等の書類については、信託行為に定めがなくても、公益信託法

の規律が適用され、受託者は備置き及び閲覧に供する義務を負いますが、公益信託事の処

理に関するガバナンスに係るもので、公益信託事務の処理の方法に関する事項として必要

的記載事項として示しています。 

・具体的には、備置きをする所在場所、その書類の詳細、備置きの期間等を定めることが考

えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第 20 条、第 21 条 

公益信託法規則第 19 条 
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〇 第 31 条（関連諸規程の制定及び改廃） 

第 31 条 この公益信託の公益信託事務の処理に係る規程は、これを別に定めることがで

きる。 

2 前項に定める規定の制定及び改廃は、受託者が選考委員会に諮問した上（〇〇〇〇規

程については除く。）、【信託管理人の同意を得て】行うものとする。 

＜解説＞ 

・公益信託事務の処理の方法等については、その全てを信託行為に規定せずに、例えば奨学

金給付規程、公益信託事務処理規程、信託財産の運用規程等、その一部は規程で定めるこ

とが考えられます。 

・規程を定める場合には、その旨信託行為に規定し、変更等の手続については、信託行為に

定めておくことが望ましいと考えられます。 

・規程の内容については、変更する場合も上記で定めた当事者間の合意によってのみ行うこ

とができ、別途行政庁への変更認可の申請等は不要です。 

 

  



48 

〇 第 32 条（公益信託報酬） 

第 32 条 受託者は、毎信託事務年度末又は信託終了又は受託者の任務の終了のときに、

＜例 1：信託財産の残高（収受すべき信託報酬に対応する期間の各月末における信託財

産の残高の合計額をその月数で除して得た額をいう。以下同じ。）に対し、年○○○分

の○を乗じた額を 例 2：別に定める公益信託報酬の支払基準に従い 例 3：年〇〇万

円を＞信託財産の中から信託報酬として収受する。 

2 受託者は、毎信託事務年度末又は信託終了又は信託管理人の任務の終了のときに、＜

例 1：年○○万円を 例 2：別に定める公益信託報酬の支払基準に従い＞信託財産の中

から信託管理人に対して報酬として支払うことができる。 

3 公益信託報酬に対応する期間が 12 か月に満たないときは月割計算とする。 

4 受託者は、公益信託報酬とともに公益信託報酬に伴う消費税及び地方消費税相当額を

収受する。 

 

＜解説＞ 

・公益信託報酬を支払う場合の報酬に関する事項は相対的記載事項となります。 

・信託法第 54 条第１項の規定により、信託行為において受託者が信託財産から信託報酬を

受ける旨の定めがある場合に限り、信託財産から信託報酬を受けることができ、また、信

託管理人においても信託法第 127 条第３項の規定により同様となります。 

・公益信託報酬については、公益信託法第８条第 11 号の規定により支払基準を定め、第２

０条及び第２１条の規定により、備置き、閲覧及び行政庁への提出が求められます。加え

て、公益信託報酬については、信託財産から支弁を受けるものであり、受託者の裁量に委

ねることは利益相反の問題も生じ得ること、特に信託管理人の報酬については、監督を受

ける受託者の裁量に委ねることは適当ではないことから、委託者との合意事項として信託

行為に規定すべき事項であると考えられるため、必要的記載事項とされています。 

・公益信託報酬については、額や算定方法等定め方は様々であると考えられ、上記はその記

載例を示したものになります。 

・なお、公益信託報酬を支払わない場合には、委託者との関係においては無報酬であること

を明らかにしても問題ないですが、法令上は必ずしも規定する必要はありません（公益信

託報酬に関して規定がなければ、無報酬という取扱いとなります。）。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 54 条第１項、第 127 条第３項 

公益信託法第８条第 11 号 

公益信託法規則第 1条第 15 号、第 8条 
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〇 第 33 条（信託の変更等） 

第 33 条 受託者は、この公益信託について信託の変更又は信託の併合若しくは分割（以

下「信託の変更等」という）をする必要が生じた場合には、＜例 1：信託管理人の同意

を得、例 2：委託者及び信託管理人の同意を得、＞かつ、内閣総理大臣（○○県知事）

の認可を受けて、これをすることができる。 

2 前項にかかわらず、府令第 11 条に規定する軽微な変更に該当する場合においては、＜

例 1：信託管理人の同意を得、例 2：委託者及び信託管理人の同意を得、＞て、信託の

変更等をすることができる。この場合、内閣総理大臣（○○県知事）に対して信託の変

更等を行った旨の届出を遅滞なく行うものとする。 

＜解説＞ 

・公益信託の変更等については、信託行為に規定がなければ、信託法の規律が適用されるこ

とになり、例えば信託の変更であれば、信託法第 149 条第１項の規定により、委託者、受

託者及び信託管理人の合意によってすることができますが、委託者との間でこれらの変更

手続を明確にすることは有用であることから、任意的記載事項として示しています。 

・例えば、第１項例１又は第２項例１のように委託者の同意なく変更を行う場合には、信託

法第 149 条第４項に規定する別段の定めに当たり、信託行為に規定する必要があります。 

・また、例えば、公益信託の目的（第５条）や公益事務の内容（第６条）といった委託者に

とって重要と考えられる特定の事項のみ変更する場合には委託者の同意を必要とし、それ

以外については不要とすること等も考えられます。いずれにしても、信託管理人の同意を

得ることとすることは望ましいと考えられます。 

・受託者は、信託の変更等を行う場合には、変更認可の申請又は軽微な変更に該当する場合

には届出が必要になりますが、その職務として確認的に規定することも考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 149 条 

公益信託法第 12 条、第 14 条 
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〇 第 34 条（信託の終了等） 

（信託の終了等） 

第 34 条 この公益信託は、委託者及び信託管理人の合意により終了することができない。 

2 この公益信託は、次のいずれかに該当する場合には、終了する。  

（1）信託目的が達成されたとき、又は達成が不能となったとき 

（2）信託財産が消滅したとき、又は信託財産が●●円を下回ったとき 

（3）受託者又は信託管理人が欠けた場合であって、新受託者又は新信託管理人が就任し

ない状態が 1年継続したとき（当該期間が経過する日において新受託者又は新信託管

理人の選任に係る申請の処分がされていない場合は、当該認可を拒否する処分があっ

たとき） 

（4）前 3 号に規定する場合のほか、信託法第 163 条第 4 号から第 8 号までに掲げる場合

のいずれかに該当することとなったとき 

3 前項のほか、この公益信託は、公益信託法第 30 条第 1項又は第 2項の規定により内閣

総理大臣(○○県知事)が公益信託認可を取り消した場合に終了する。 

4 前 2 項の場合、受託者は、＜例１：委託者、信託管理人及び選考委員会 例 2：信託管

理人及び選考委員会＞に報告しなければならない。 

5 第 1 項の場合（信託法第 163 条第 5号による終了を除く。）において、受託者（同条第

7号による終了の場合は、破産管財人）は、遅滞なく、内閣総理大臣(○○県知事)に届

けなければならない。 

＜解説＞ 

・公益信託の終了については、信託行為に規定がなければ、公益信託法及び信託法の規律が

適用されることになりますので、必要的記載事項とはしておりませんが、委託者との間で

公益信託の終了事由を明確にすることは有用であることから、任意的記載事項として示し

ています。 

・また、第 2項各号にて具体的な期間（例示：この公益信託の効力発生の日から●●年経過

した日）や年月日（例示：20●●年●●月●●日の到来）を定めることも可能です。 

・公益信託法第 23 条第２項は、信託行為に別段の定めがあるときを除き、委託者及び信託

管理人の合意により、公益信託を終了することはできないと規定しており、第１項例１

のように確認的に規定することも考えられますが、委託者及び信託管理人の合意よる公

益信託の終了を認める場合には、第２項の中にその旨を定める必要があります。 

・その他、第４項のように公益信託が終了した場合の報告先を、第５項のように行政庁へ

の届出を確認的に規定することが考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 163 条、第 164 条 

公益信託法第 23 条  
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〇 第 35 条（残余財産の帰属） 

第 35 条 この公益信託の帰属権利者は、公益信託法第 8条第 13 号に規定する者【具体的

に国、地方公共団体、類似の公益事務をその目的とする他の公益信託の受託者又は類似

の公益目的事業をその目的とする公益法人と定めることも可能】とする。 

2 清算受託者は、前条に規定する公益信託の終了の日から 3 か月を経過したときは、遅

滞なく、残余財産の給付の見込みを内閣総理大臣（○○県知事）に届け出なければなら

ない。当該見込みに変更があったときも、同様とする。 

＜解説＞ 

・公益信託に拠出された財産は、必ず公益のために使われることを担保するために、公益信

託認可の基準として、帰属権利者として類似の目的の公益信託の受託者、類似の公益目的

事業をその目的とする公益法人等を帰属権利者とすることが求められており、合わせて信

託行為の必要的記載事項とされています。 

・上記の記載例では、公益信託法第 8 条第 13 号に規定する者としておりますが、信託契約

締結の段階で、具体的な帰属権利者が決まっている場合には、その者を規定することが考

えられます。 

・第 2項は、残余財産の給付の見込みに関する行政庁への提出について、任意的記載事項と

して示しています。信託契約に規定しなくても、受託者は公益信託法第 26 条第１項の規

定により、受託者は届出義務を負いますが、確認的に規定することが考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

公益信託法第４条第２項第３号、第８条第 13 号、第 26 条第１項 
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〇 第 36 条（最終計算及び信託財産の交付） 

第 36 条 受託者は、第 34 条の規定により信託が終了した場合には、速やかに最終計算書

を作成し、信託管理人及び帰属権利者の承認を得なければならない。 

2 清算受託者は、信託終了の際に残余財産があるときは、信託管理人の承認を得て、前

条第 1項に規定する帰属権利者に遅滞なく交付しなければならない。 

3 清算受託者は、公益信託の清算が結了したときは、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣

（○○県知事）に届け出なければならない。 

＜解説＞ 

・公益信託の清算については、信託行為に規定がなければ、公益信託法及び信託法の規律が

適用されることになりますが、委託者との間で公益信託の清算手続を明確にすることは有

用であることから、任意的記載事項として示しています。 

・具体的には、最終計算書の作成及び承認、帰属権利者への財産の交付、行政庁への届出等

について規定することが考えられます。 

 

＜根拠条文＞ 

信託法第 184 条 

公益信託法第 26 条第 2項 
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〇 第 37 条（守秘義務） 

第 37 条 委託者、受託者、信託管理人及び選考委員はこの公益信託の事務に関して知り

得た情報については適切に管理するものとし、守秘義務を負うものとする。 

＜解説＞ 

・本条は、公益信託の関係者の守秘義務について、任意的記載事項として示しています。 

・公益信託の関係者が知り得た情報について、守秘義務を負うことは当然であることから、

本契約にその旨規定することが考えられますし、別途関係者の間で守秘義務契約等を締結

することも考えられます。 
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〇 第 38 条（引用条文等の変更） 

（引用条文等の変更） 

第 38 条 法令改正により、この信託契約にて引用する法令等の条項番号等に変更が生じ

た場合には、改正後の条項番号に自動的に読み替えられるものとする。 

＜解説＞ 

・本条は、将来の法令改正に伴い、契約書に引用している法令の条項番号等に変更が生じた

場合でも、契約変更をすることなく自動的に読み替えることができるよう、任意的記載事

項として示しています。 
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〇 第 39 条（管轄裁判所） 

（管轄裁判所） 

第 39 条 この公益信託に関し訴訟の必要が生じた場合には、○○地方裁判所を第一審の

管轄裁判所とする。 

＜解説＞ 

・本条は、紛争解決手段に関して、裁判手続き解決することを前提に、その際の裁判管轄を

定める条項です。 

・本条については、任意的記載事項となりますが、紛争解決手段については、裁判手続を前

提に裁判管轄を定めることが望ましいと考えられます。 

・その他任意の紛争解決機関（業界団体等）がある場合には、その旨を規定することも考え

られます。 
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〇 第 40 条（契約書の保有） 

第 40 条 本信託契約の内容を明らかにするため、本書 2 通を作成し、委託者及び受託者

がそれぞれその 1通を保有する。ただし、本信託契約を電子契約により締結する場合に

は、本信託契約の成立を証するため、本信託契約書の電磁的記録を作成し、委託者及び

受託者が合意の後電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管する。 

 

●●年●●月●●日 

 

                       委託者 住所 氏名 印 

（所在 名称 代表者 印） 

 

受託者 住所 氏名 印 

（所在 名称 代表者 印） 

 

＜解説＞ 

・本条は、契約書の作成通数（原本の数）や調印方法について定める条項です。 

・電子契約により締結する場合をただし書で定めています。 
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附 則 

 

１ この公益信託の当初の信託管理人は、以下の者とする。 

  氏名      （住所） 

 

２ この公益信託の当初の選考委員は、以下の者とする。 

  氏名      （住所） 

  氏名      （住所） 

  氏名      （住所） 

  氏名      （住所） 

  氏名      （住所） 

３ この公益信託の初回の事業計画及び収支予算は、この公益信託の引受け認可申請にあたり定

めたところによる 

 

【他にも附則に定めるものがあれば、追加可能】 

 

 


